
別 紙  

1 

官庁施設の総合的環境性能評価・表示手法研究会の報告書の概要 

官庁営繕部 設備課 
 

1. 検討の主旨  

 官庁施設における環境負荷低減対策をよ

り一層推進するため、官庁施設の環境性能

や環境対策効果について、環境会計的な視

点も考慮しつつ、的確に把握・評価できる

手法の検討を行うことにより、環境負荷低

減に資する計画的な整備の推進を図る。 
 

2. 検討内容  

（１） ＬＣＣＯ２以外の要素も考慮した

総合的な環境性能指標の調査  
（２） 環境対策の費用対効果を算出で

きる「環境性能カード」の作成  
（３） 施設の環境性能を把握するため

の手順の整理 など

3. 検討体制  

 国土交通省内に「官庁施設の総合的な環境性能評価・表示手法研究会」を設置した。 
表 .1 研究会 委員名簿  

役職 氏名 所属・役職（民間の場合は推薦学協会名） 
委員長 松尾 陽 明治大学理工学部建築学科 教授 

委 員 坂本 雄三 東京大学大学院工学系研究科 教授 

 國部 克彦 神戸大学大学院経営学研究科 教授 

 野城 智也 東京大学生産技術研究所 教授 

 酒井 寛二 日本建築学会 

 橋浦 良介 電気設備学会 

 伊香賀 俊治 空気調和・衛生工学会 

 坊垣 和明 独立行政法人建築研究所研究総括監 

 佐々木 宏 国土交通省住宅局建築指導課長 

官庁営繕部 寺本 英治 国土交通省大臣官房官庁営繕部建築課長 

 今浦 良夫 国土交通省大臣官房官庁営繕部設備課長 

 澤木 英二 国土交通省大臣官房官庁営繕部保全指導室長 

 
4.4 本研究の成果  
 本研究の成果として以下の項目をまとめ

た。 
① 総合的な環境性能評価の枠組みの整備 
・ グリーン庁舎計画指針での評価指標

(LCCO2)に定量的な指標 (LCW,LCR)を追

加した。 
・ 官庁施設における環境会計的視点を費用

対効果指標として位置づけを検討した。 

 

② 環境性能カードの整備 
・ 環境会計的視点を取り入れ、庁舎ごとに

環境対策コストと効果を集計する。 
 

③ 運用フローの整備 
・ PDCA サイクルを踏まえた総合的な環境

性能評価の運用手順を整備した。 
 

④ 環境性能表示ラベルの作成 
・ 第三者に環境性能を伝えるための効果的

な表示手法の策定した 
・ 将来的な枠組みへの適合性を検討する。 

 

⑤ LCCO2,LCW,LCR 算出マニュアルの整備 
・ 環境性能と環境コスト把握のための各指

標の具体的計算方法を整備した。 
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LCCO2・LCW・

LCR・LCC 

算出マニュア

ル 

グリーン庁舎チェックシート② 

グリーン化技術選定シート① 
環境性能カード⑤ 

事業効果集計シート 
（個別集計用）⑥ 事業効果集計シート 

（全体集計用）⑦ 

官庁施設 
全体の評価 

個別庁舎の評価 

LCCO2 計算法③ 
LCW･LCR 計算法④ 

図２ 官庁施設の総合的な環境性能・評価システムの構成 

4.1 総合的な環境性能評価の枠組み 

官庁施設の総合的な環境性能評価手法の枠組み

を図１に示す。本評価手法では、地球温暖化に加

え、建築分野が及ぼす環境影響として著しい、資

源消費と廃棄物について検討した。本研究では、

定量化指標として、LCCO2 に加え、LCW､LCR
を追加し、算出方法を整備するとともに、それぞ

れ費用対効果と合わせて評価することとした。 
・ L C C O 2 ：ライフサイクル二酸化炭素排出量 

・ L C W ：ライフサイクル廃棄物(最終処分)量 

・ L C R ：ライフサイクル投入資源量 
4.2 「環境性能カード」の特徴 

環境会計的視点を取り入れ、庁舎ごとに環境対策

コストと効果を集計する「環境性能カード」の特

徴は以下のとおりである。 
・ 計画する庁舎で採用されるグリーン化技術

について、それぞれ LCCO2､LCW､LCR の各

指標を算出し、庁舎全体での環境負荷低減効果

を算出する。 
・ 採用されるグリーン化技術、それぞれにか

かるコストアップ分を「環境保全コスト」とし

て計上し、グリーン庁舎としての費用対効果を

算出する。 

・ 評価結果の算出を建物の竣工時点（完工基

準）のほか、年度毎（進行基準）で実施するこ

とが可能。 
・ 環境負荷の削減効果が見込まれるグリーン

化技術について、グリーン庁舎計画指針に従っ

て整理し、指針に示されるグリーン化項目毎に

削減効果を算出できる。 
4.3 官庁施設の総合的な環境性能評価・表示

システムの構成と運用フロー 

官庁施設の総合的な環境性能評価・表示システム

の構成を図２に、運用フローを図３に示す。 
以下の検討を通じて、環境性能と環境コスト把

握のための各指標の具体的計算方法を整備した。 
① グリーン化技術選定シート 
  企画段階において評価者が、限られた条件(建物

用途や大まかな建築規模)しか決まっていない時

点で、環境負荷低減の目標達成に必要なグリーン

化技術の導入メニューを概略把握するために用

いる。空調、照明、換気などの対策項目について、

LCCO2､LCW､LCR､LCC について従来水準庁舎

(基準モデル)からの削減量が対策レベルの順に並

んで表示される。結果の比較により、評価者は採

用するグリーン化技術を決定する。 
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図 4 官庁施設の環境性能表示（案） 

 
② グリーン庁舎チェックシート 
グリーン化の５項目を定性的に評価した結果

を、環境配慮度の「レーダーチャート」に表示す

る。５項目それぞれの点数を示すと同時に、重み

付けにより総合点も示される。３つの環境影響

（温暖化、資源枯渇、廃棄物）に対してもそれぞ

れ個々の指標ごとに評価点が得られる。また、定

量指標（LCCO2､LCW､LCR）の評価結果も示さ

れる。 
③ 庁舎版 LCCO2計算法 

LCCO2の計算法を定義する。LCCO2に関して、

庁舎全体でのグリーン化対策の効果を算出する。 
④ 庁舎版 LCW､LCR 計算法 

LCW､LCR の計算法を定義する。運用段階のエ

ネルギー以外の LCC の計算法を定義する。LCW､

LCR に関して、庁舎全体でのグリーン化対策の効

果を算出する。 
⑤ 環境性能カード（新規） 
対象庁舎に採用するグリーン化技術を選択す

ることにより、LCCO2､LCW､LCR､LCC につい

て基準モデルからの削減量が算出される。庁舎全

体（完工基準）としての各指標の費用対効果が算

出される。 
⑥ 事業効果集計シート（個別集計用） 
対象庁舎の LCCO2､LCW､LCR､LCC について

基準モデルからの削減量を事業年度ごとの出来

高に併せて配分し（進行基準）、当該事業年度に

おける削減効果を算出する。 
⑦ 事業効果集計シート（全体集計用） 

複数の庁舎における LCCO2、LCW、LCR、 
LCC について、当該事業年度における基準モデル

からの削減量を集計する。官庁営繕部が実施する

事業の効果集計用として利用が可能である。 
4.4 官庁施設の総合的な環境性能表示の書式

案 

官庁施設の総合的な環境性能表示の書式案を

図 4 に示す。定量化された３指標（LCCO2､LCW､

LCR）を表示し、定性評価指標としての環境配慮

度のレーダーチャートと総合点も併せて表示す

る。運用段階での水やエネルギー種別の消費量も

表示できるようにしている。 

 
4.5 LCCO2,LCW,LCR 算出マニュアル 

  以下の検討を通じて環境性能と環境コスト把

握のための各指標の具体的計算方法を整備した。 

・ LCW,LCRの算出に必須となる資源系フローに

ついて定義づけ 

・ 各種文献中に散在する廃棄物、投入資源に関

するデータベースを整理 

・ マニュアルに基づくケーススタディの実施 
5. 本研究の効果 

本研究成果の期待される効果を次に示す。 
（１）官庁施設の環境性能の把握 

総合的な環境性能評価手法の確立により、従来

の LCCO2 の低減だけではなく、廃棄物の抑制や

省資源化を定量的に評価することが可能となる。      

（２）費用対策効果の把握 

官庁施設整備における環境負荷低減施策に関

する費用対効果の把握が容易となることから、よ

建 物 概 要
建 物 名 称 △ △ △ △ 庁 舎 敷 地 面 積 11,148㎡
建 物 用 途 事 務 庁 舎 建 築 面 積 7,562㎡
建 設 地 気 候 区 分 標 準 地 延 床 面 積 59,000㎡
地 域 ・地 区 東 京 都 千 代 田 階 数 +23,-3
竣 工 200X年 X月 構 造 S,SRC造
評 価 条 件
耐 用 年 数 △ △ △ △ 庁 舎 100年 評 価 期 間 100年

標 準 庁 舎 65年
※（）内数値は、電力消費量の削減分に対して電力に伴うCO2排出原単位を

　　火力平均とした場合。

　　（）無 し数 値 は 、全 電 源 平 均 の 場 合 。

建 設 時 運 用 時 そ の 他 合 計

地 球 温 暖 化 　LCCO2　 3.9 34.6 16.6 55.1

ｋｇ-CO2/年 ㎡ 4.0 21.1 9.8 34.9

3.9 ※ 　19 9.8 ※ 　　30

廃 棄 物 　LCW　 3.9 34.6 16.6 55.1

ｋｇ/年 ㎡ 4.0 21.1 9.8 34.9

資 源 消 費 　LCR　 3.9 34.6 16.6 55.1

ｋｇ/年 ㎡ 4.0 21.1 9.8 34.9

こ の ラベ ル は 、環 境 情 報 を 定 量 表 示 す る タイ プ Ⅲ 環 境 ラベ ル の ISO規 格 に 準 拠 して い ま す 。
第 三 者 認 証 を 受 け な い 、自 己 宣 言 で す 。

・屋 上 緑 化

そ の 他 の 環 境 情 報

１．ライフサ イ クル 全 体 の ＣＯ ２排 出 量 は ○ ○ ｔ（○
○ ｔ）※ で 、年 間 ○ ○ ｔ／ 年 ㎡ （○ ○ ｔ／ 年 ㎡ ）※ で
す 。

２．ライフサ イ クル 全 体 の 廃 棄 物 は ○ ○ ｔで 、年 間
○ ○ ｔ／ 年 ㎡ で す 。

・高 性 能 ガ ラス

・太 陽 光 発 電

・Hf照 明 器 具 ・照 明 制 御

４．運 用 段 階 の 上 水 使 用 量 は 、年 間 ○ ○ ｔ／ 年 ㎡
で す 。

グ リ ー ン 庁 舎 の 環 境 性 能 表 示

総 合 点 8.7 点

※ 電 力 消 費 量 の 削 減 分 に 対 して CO2排 出 原 単 位 を火 力 平
均 とした 場 合

５．運 用 段 階 の 電 力 使 用 量 は 、年 間 ○ ○ ｋWh／
年 ㎡ で す 。電 力 以 外 の エ ネ ル ギ ー 消 費 量 は 年 間
○ ○ MJ/年 ㎡ で す 。

３．ライフサ イ クル 全 体 の 再 生 資 源 投 入 量 は ○ ○
ｔで 、年 間 ○ ○ ｔ／ 年 ㎡ で す 。

・雨 水 利 用

△ △ △ △ 庁 舎
主 な グ リー ン 化

環 境 配 慮 指 針 達 成 度

0

2

4

6

8

10
'１ .周 辺 環 境 へ の 配 慮

'２ .1省 エ ネ (負 荷 抑 制 )

２.2省 エ ネ (自 然 ｴﾈﾙｷﾞｰ)

２ .3省 エ ネ（高 効 率 化 ）３ .長 寿 命

４.ｴｺﾏﾃﾘｱﾙ

５.適 正 使 用 ・適 正 処 理

※

本 建 物

標 準 ﾓ ﾃ ﾞﾙ

本 建 物

標 準 ﾓ ﾃ ﾞﾙ

本 建 物

標 準 ﾓ ﾃ ﾞﾙ

項　 目
本

建 物
判 断
基 準

PAL 6 3 80 17 7 9%

CEC/ AC 0 .8 1 .5 0 .7 5 3%

CEC/ V 0 .5 1 .2 0 .7 4 2%

CEC/ L 0 .8 1 .0 0 .2 8 0%

CEC/ HW 0

CEC/ EV 1 .0 1 0 %

省 エ ネ ル ギ ー 性 能

判 断 基準 に
対 す る割合
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り適切な事業評価の一部として活用することで、

効率的な施設整備の推進が期待できる。 
（３）アカウンタビリティの向上 

環境性能表示ラベル等により、官庁施設の環境

性能を適切に表示する手法が確立され、官庁施設

整備における環境負荷低減対策についてのアカ

ウンタビリティの向上を図るとともに、より広く

環境負荷低減に対する普及啓発を促進する。 
（４）地方公共団体・民間への普及啓発 

官庁施設における環境性能評価手法を示すこ

とにより、地方公共団体及び民間の施設整備にお

ける環境負荷低減対策の推進及び環境負荷低減

技術の開発・利用の普及・啓発を図れる。 
（５）将来的､国際的な総合環境評価・表示の

枠組み 

 本研究の結果は、LCA 研究の動向や、国際規格

（ISO）の要求事項に配慮しており、将来の国際

的な環境性能評価の枠組みへの適合性があると

いえる。 
6. 今後の展開 

  この研究資料をもとに、新営工事において総合

的環境性能評価・表示手法の試行をを実施し、性

能評価の検証を行うと共に、グリーン庁舎計画指

針の改定に反映させ指針の充実を図っていくほ

か、以下の活用方策がある。 
（１）個別官庁施設への活用 
・個別官庁施設における設計・建設へのフィード

バック 
計画段階において効果の予測評価を実施し、環

境負荷低減に関してできる限り費用対策効果の

高い手法を選択するなど、建物全体の環境性能

の向上に努める。また「官庁施設の基本的性能

基準」に関する企画段階や設計段階において、

基本設計書の一部やその検証手法として活用さ

れることが期待される。 
・入居官署への情報提供 
実際の運用に際しては、完成した官庁施設が本

来どのような環境性能を備えているかを、入居

官署に情報として示すことで、施設の機能をよ

り効果的かつ確実に発揮することが可能となり、

環境負荷低減が図れる。 
（２）営繕事業全体への活用 
・環境対策への優先的な投資 
今後は、研究成果を「グリーン庁舎計画指針」

の改定に反映させ、複数の官庁施設での評価結

果を集積することで、グリーン庁舎としての費

用対効果を明らかにし、環境負荷低減対策とし

てグリーン庁舎の整備推進の基礎資料とする。 
・環境負荷低減対策の情報提供 
官庁営繕行政の環境負荷低減対策への取組みに

ついて、わかりやすい形で明示することにより、

アカウンタビリティの向上を図る。 
 
また、将来的には更に、以下のような活用方策が

考えられる。 
・官庁営繕部の環境負荷低減対策への基礎資料 
官庁営繕事業における環境負荷低減対策の評価

結果を蓄積しまとめることで、環境性能向上の

ための基礎資料として活用を図る。 
・運用実績をふまえた個別官庁施設の運用改善 
完成段階までの評価結果により明らかとなった

予測性能に実運用での結果を踏まえ、運用改善

の資料として活用する。 
（３）システムの継続的改善 
・データの更新 
定量指標の算出に不可欠な原単位や、費用対効

果指標に重要なコストのデータについて、定期

的な見直しと拡充を行う。 
・定量的指標の算出 
できる限り多くの資材を同じルールで算出でき

るよう、LCW､LCR の算出手順のデータベース

の拡充及び、算出の詳細ルールの見直し（類型

化や簡易化）を行う。 
・総合化指標 
総合的環境性能表示の単一指標化については、

他の学術的研究動向など今後の動向に注目して

いく。具体的な単一化のためのデータが得られ

た際には、評価・表示手法への適用を図ってい

く。 
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図 1 官庁施設の総合的な環境性能評価手法の枠組
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発 注 者 （ 国 土 交 通 省 ）  設 計 業 務 請 負 者   
START （新営） 

企画調査 

企画原案. 

環境負荷低減

目標値の設定 

環境負荷低減

技術の選定 作成 

環境配慮 

度合い確認 作成 

目標値のクリアは可能か 

環境配慮は十分か 

コストは妥当か 

企画書等作成 

グリーン化技術 

選定シート 

（改訂版） 

グリーン庁舎 

チェックシート 

（改訂版） 

Yes 

No 

グリーン庁舎計画指針 

① 

 

②-0 

 

◆企画・計画段階◆ 
 

・グリーン化技術選定シートを作成 
  採用すべきグリーン化技術の選定 

  LCCO2,LCW,LCRの低減率を換算 

・グリーン庁舎チェックシートを作成 
  環境配慮レーダーチャートのみ作成 

 

設計業務発注 
グリーン庁舎 

チェックシート 

（改訂版） 

グリーン化技術 

選定シート 

（改訂版） 

 

企画書 

（写し）等と 

同時に提示 

基本設計段階 

基本設計 

庁舎版 

LCCO2計算法 

（改訂版） 

  

グリーン庁舎 

チェックシート 

（改訂版） 

作成 

作成 

③-1 

②-1 

設計説明書の一部として提出 

基本設計審査時： 

設計目標に対する 

達成度は十分か 

 

基本設計承認 

OK 

Yes 

②-0 ① 

◆基本設計段階◆ 
 

・基本設計に基づき環境評指標を算出 
  LCCO2 

  LCRW 

  LCR 

・グリーン庁舎チェックシートを作成 
  環境配慮レーダーチャートの見直し 

  LCCO2･LCW･LCRの記入 

 
不十分または 

改良の余地有り 

庁舎版 

LCW・LCR 

計算法 

（新規） 

作成 
④-1 

No 

 
実施設計段階 

実施設計 

 

環境性能カード 

(新規） 

グリーン庁舎 

チェックシート 

（改訂版） 

作成 

作成 
不十分または 

改良の余地あり 

⑤-1 

②-2 
設計説明書の一部として提出 

実施設計審査時： 

設計目標に対する 

達成度は十分か 

 

実施設計承認 

OK 

No 

Yes 

◆実施設計段階◆ 
 

・環境性能カードを作成 
  費用対効果の見積 

・グリーン庁舎チェックシートを作成 
  環境配慮レーダーチャートの見直し 

  省エネルギー指標（PAL・CEC等）の記入 

 

 

工事発注 
グリーン庁舎 

チェックシート 

（改訂版） 

 

環境性能カード 

(新規） 

 

 

環境性能カード 

（新規） 

グリーン庁舎 

チェックシート 

（改訂版） 

見直し 

見直し 

⑤-2 

②-3 

提示 

②-2 

 

⑤-1 

 

施工状況・ 

設計変更内容の 

把握 
竣工 

事業効果集計 

シート 

(個別集計用) 

 

環境性能カード 

（新規） 

グリーン庁舎 

チェックシート 

（改訂版） 

環境性能カードの 

機能で自動作成 

受領 

国土交通省の環境

政策の基礎資料等 

入居官署への 

情報提供 

⑤-2 ②-3 

◆施工段階◆ 
 

・環境性能カードを見直し 
  実績値の算入 

・グリーン庁舎チェックシートを見直し 
  設計変更に伴う環境配慮度レーダー 

  チャートの見直し 

  機器仕様決定に伴う省エネルギー指標 

  （PAL・CEC等）の見直しなど  

◆完成後◆ 
 

・環境性能カードを入居官署へ提供 

・環境性能カードから事業効果集計 

 シートを作成 
  環境政策の基礎資料に 

⑥ 

監理業務請負者または施工者 

 

 

環境性能カードの 

応用イメージ 

詳細は別途検討 毎年度作成 

 

施設運用実績の把握 

グリーン庁舎 

エネルギー消費量 

調査シート 

 

グリーン診断・改修 

計画指針 

（運用段階・将来検討範囲） 

グリーン改修計画へ 

取り壊し 

◆運用段階◆ 

 

・環境性能カード（運用段階）を作成 
  施設運用実績を反映し毎年度作成 

  グリーン診断の基礎資料に 

 

 図３ 環境性能カードの運用フロー 
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